
現行のローン減税 バリアフリー改修促進税制

控除率
1～6年目：１．0％
7～10年目：0．5％

2．0％※バリアフリー工事
以外の部分は1．0％

期間 10年間 5年間

ローン限度額
07年居住：2,500万円
08年居住：2,000万円

200万円（バリアフリー部分
1,000万円（増改築工事全
体）

ローンの
償還期間要件

10年以上 5年以上

工事費用要件 100万円超
30万円超※補助金部分は
のぞく

死亡時一括償還 対象外 対象

ロ
ー
ン
額
の
２
％
を

所
得
税
か
ら
減
税

来
年
度
与
党
税
制
改
正

大
綱
が
決
定
し
た
。
新
設

さ
れ
る
「
バ
リ
ア
フ
リ
ー

改
修
促
進
税
制
」
は
、
07

年
４
月
１
日
か
ら
08
年
12

月
31
日
の
間
、
高
齢
者
等

が
バ
リ
ア
フ
リ
ー
改
修
を

含
む
増
改
築
工
事
を
行
っ

た
場
合
、
ロ
ー
ン
残
高
の

２
％(

バ
リ
ア
フ
リ
ー
改

修
以
外
の
部
分
は
１
％)

を
５
年
間
、
所
得
税
か
ら

減
税
す
る
も
の
。
対
象
と

な
る
バ
リ
ア
フ
リ
ー
工
事

は
、
①
廊
下
幅
の
拡
幅
②

手
摺
設
置
③
浴
室
・
便
所

の
改
良
④
段
差
の
解
消
な

ど
。
他
の
条
件
と
し
て
、

①
50
歳
以
上
②
要
介
護

･

要
支
援
認
定
・
障
害

者
③
65
歳
以
上
の
人
と

同
居
し
て
い
る
か
の
い

ず
れ
か
を
満
た
す
必
要

が
あ
り
、
指
定
性
能
評

価
機
関
な
ど
の
証
明
書

も
必
要
。
現
行
の
住
宅

ロ
ー
ン
減
税
と
の
選
択

制
と
な
る
が
、
適
用
範

囲
が
現
行
の
ロ
ー
ン
減

税
よ
り
も
広
い
な
ど
の
メ

リ
ッ
ト
が
あ
る
。

固
定
資
産
税
減
税
も

65
歳
以
上
の
高
齢
者
か

障
害
者
、
要
介
護･

要
支

援
認
定
を
受
け
て
い
る
場

合
、
補
助
金
を
除
い
た
30

万
円
以
上
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

改
修
工
事
に
対
し
て
、
床

面
積
１
０
０
㎡
部
分
ま
で

の
固
定
資
産
税
を
三
分
の

一
に
減
額
さ
れ
る
。
こ
れ

は
ロ
ー
ン
の
利
用
は
問
わ

れ
な
い
。

実
効
性
う
す
い

適
用
条
件
の
煩
雑
さ
に

加
え
、
大
規
模
改
修
工
事

で
な
け
れ
ば
、
減
税
額
は

し
れ
て
い
る
。
そ
も
そ
も
、

所
得
税
減
税
は
ロ
ー
ン
を

組
ま
な
い
と
利
用
で
き
な

い
。
大
量
に
退
職
し
て
い

く
団
塊
の
世
代
が
「
退
職

金
で
リ
フ
ォ
ー
ム
を
」
と

い
う
パ
タ
ー
ン
は
対
象
に

は
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と

だ
。
実
効
性
の
あ
る
誘
導

施
策
と
す
る
に
は
、
誰
で

も
条
件
が
合
え
ば
利
用
で

き
る
バ
リ
ア
フ
リ
ー
投
資

減
税
が
必
要
で
は
な
い
か
。

２００７年１月（１５号） （1）

住まいのネットワークは規約も会費もないゆ

るやかな組織で、この情報誌を読むことが会員

の資格です。学習・交流を通じ、中小業者の協

同化を目指しています。

あけまして
おめでとうございます

今年度もよろしく
お願いいたします 発 行 所：埼玉土建一般労働組合

さいたま市南区鹿手袋6－18－12
電 話 048-863-6293

「増改築相談員」はリフォーム分野
で唯一の公的資格ともいえる。全建
総連や埼玉土建のホームページには
資格者を市民に紹介するページもあ
り、悪質リフォームが横行している
中、この資格を生かす流れが強まっ
ている。埼玉土建での講習は年に１
度。仕事に生かすためにぜひ受講を。
【新規】２月１４・１５日（2日間）
【更新】２月１６日
【時間】９時３０分～
【会場】埼玉土建技術研修センター
【講習料】新規２８，０００円

更新２０，０００円

住宅生産団体連合会が主催する
住宅ローンの基礎講習会。工務
店など事業者向け。参加者には
テキストとパソコンでローン計
画が組める「ローン返済ソフト」
が無料で配られる。資金計画を
助言ができる知識を学ぼう。
申し込み：同連合会住宅ローン
講習会事務局TEL 03-3592-6441
開催日時
①1月12日 熊谷市ﾏﾛｳﾄﾞｲﾝ熊谷
②1月29日 大宮ｿﾆｯｸ604
※開催時間は13:30～16:30

現行のローン減税との比較



原
油
高
が

品
不
足
に
拍
車

原
油
高
が
住
宅
業
界
に

①
素
材
・
建
材･

設
備
価

格
の
上
昇
、
②
移
動
・
運

搬
費
の
上
昇
、
③
省
エ
ネ

要
望
の
高
ま
り
な
ど
、
様
々

な
影
響
を
も
た
ら
し
て
い

る
。石
油
系
の
素
材
価
格
の

上
昇
と
経
済
が
好
調
な
米

国
、
ブ
ラ
ジ
ル
、
ロ
シ
ア
、

イ
ン
ド
、
中
国
の
需
要
増
、

円
安
傾
向
、
原
木
高
な
ど

が
重
な
っ
て
、
特
に
鉄
、

ア
ル
ミ
な
ど
の
非
鉄
金
属
、

樹
脂
、
合
板
な
ど
基
礎
資

材
の
価
格
が
高
騰
し
て
い

る
。
建
材･

設
備
メ
ー
カ
ー

も
、
相
次
ぎ
３-

10
％
前

後
の
価
格
値
上
げ
に
入
っ

た
。

材
料
費
高
騰
で
の

赤
字
に
は
注
意
を

大
幅
に
値
上
が
り
し
た

の
が
輸
入
合
板
。
イ
ン
ド

ネ
シ
ア
や
マ
レ
ー
シ
ア
の

輸
入
合
板
が
伐
採
規
制
で

品
薄
。
構
造
用
合
板
に
使

わ
れ
る
ロ
シ
ア
産
丸
太
も

中
国
需
要
の
増
加
で
価
格

が
高
止
ま
り
と
な
っ
て
い

る
。
国
産
針
葉
樹
合
板
の

価
格
も
上
昇
。
合
板
は
さ

ら
な
る
値
上
げ
も
予
測
さ

れ
、
予
断
を
許
さ
な
い
状

況
だ
。
予
想
外
の
材
料
費

高
騰
で
赤
字
を
出
さ
な
い

た
め
に
は
、
契
約
時
に
慎

重
な
対
応
が
必
要
と
な
っ

て
い
る
。

構
造
・
設
備
に
新
資
格

建
築
士
法
な
ど
の
改
定

案
が
成
立
し
た
。
建
築
士

資
格
の
見
直
し
で
は
、
５

年
以
上
の
構
造
や
設
備
の

設
計
実
務
経
験
の
あ
る
、

講
習
を
受
け
た
一
級
建
築

士
に
対
し｢

構
造
設
計
一

級
建
築
士｣

、｢

設
備
設
計

一
級
建
築
士｣

の
資
格
を

あ
た
え
る
。
高
さ
が
20
ｍ

を
超
え
る
Ｒ
Ｃ
造
の
建
築

物
な
ど
は
「
構
造
建
築
士
」

に
よ
る
構
造
適
合
性
確
認

が
、
２
階
以
上
で
床
面
積

合
計
が
５
０
０
０
㎡
を
超

え
る
建
築
物
で
は
「
設
備

建
築
士
」
に
よ
る
適
合
性

の
確
認
が
そ
れ
ぞ
れ
必
要

と
な
る
。
ま
た
す
べ
て
の

建
築
士
に
定
期
講
習
の
受

講
が
義
務
付
け
ら
れ
る
。

中
小
設
計
事
務
所
・

工
務
店
に
打
撃

無
審
査
の
特
例
措
置
が

あ
っ
た
木
造
二
階
建
て
住

宅
に
つ
い
て
も
、
建
築
確

認
時
構
造
審
査
が
原
則
と

し
て
義
務
化
さ
れ
る
。
建

築
士
事
務
所
を
管
理
す
る

管
理
建
築
士
の
要
件
も
強

化
さ
れ
、
三
年
以
上
の
実

務
経
験
や
指
定
の
講
習
を

受
け
る
こ
と
な
ど
が
追
加

さ
れ
た
。
改
定
建
築
士
法

は
二
年
以
内
に
施
行
さ
れ

る
。耐
震
偽
装
問
題
を
契
機

に
し
た
今
回
の
法
改
定
は
、

中
小
設
計
事
務
所
の
淘
汰

に
つ
な
が
る
危
険
が
大
き

い
。
来
年
は
、
住
宅
業
者

へ
の
瑕
疵
担
保
責
任
の
実

効
性
を
確
保
す
る
措
置
が

法
制
化
さ
れ
る
見
通
し
だ
。

中
小
業
者
の
選
別
淘
汰
に

つ
な
が
ら
な
い
保
険
制
度

の
創
設
を
求
め
る
運
動
が

必
要
だ
。

２００７年１月（１５号） （2）

築年数や間取りが同じ大型団地や
マンションなら住まいの悩みも同じ
です。プランを自らお客さんに提案
して仕事につなげていく学習を行い
ます。
【日時】
１月２３日（火）午後７時半～
【会場】埼玉土建会館

資
材
の
高
騰
の
要
因
の
一

つ
、
北
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク

の
建
設
現
場

埼玉県住まいづくり協議会が県との共
催で「住まいの防犯アドバイザー」講習
を行う。新しい営業ツールを身に着ける
つもりでぜひ受講を。
【日時】１月３１日（水）か２月１日
（木）のどちらか１日を選択
※時間はともに１０時～１７時
【場所】県民健康センター
【受講対象】建築士、宅建士、防犯設備
士、マンション管理士、建築設備士
【費用】３，０００円
【申し込み期限】先着順１月１９日まで
【問い合わせ先】同事務局048-830-0033

公団のリフォームプラン例


